
2018.4� 市報 ぎょうだ

を
お
知
ら
せ
し
ま
す

23

市税
市税収入は、売渡本数減少により、市たばこ税が減収する

ものの、個人および法人市民税において雇用・所得環境お
よび企業収益の改善が見られること、固定資産税の償却資産
において企業の設備投資の増加を見込んだこと、また、軽自
動車税において新税率への移行を見込んだことから前年度比
6,164万円の増（＋0.6％）となりました。

市債
JR行田駅前広場周辺再整備事業、消防施設整備事業およ

び中学校体育施設耐震改修事業などの大規模事業が増加し
たことにより、市債発行額は前年度比6,520万円増（＋3.3％）
の20億3,670万円となりました。なお、借り入れに当たっ
ては、事業を厳選するとともに、合併特例債など交付税措置
のある有利なものを活用しています。

繰入金
財源不足を補うための基金取り崩しについては、将来的な

財政運営の観点から最小限に抑え、財政調整基金から4億円
（前年度同額）、職員退職手当基金から7,000万円（前年度
比△3,000万円）を計上しました。また、ふるさとづくり事業
に充てるため、ふるさとづくり基金から2,640万円を計上し
ています。
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予算規模は前年度比＋0.4％
額にして1億円の増

一般会計  歳入歳出

253億1,000万円
　平成30年度の当初予算は、多様化する行政需要に対応するため、徹底的なコスト
縮減と事業の選択・集中を図り、「行田市版骨太の方針」に定める政策に重点的に配
分しました。

会計別の当初予算額

会 計 名 平成30年度 平成２９年度 増 減 額 増減率
(%)

一 般 会 計 253億1,000万円 252億1,000万円 1億円 0.4

特

別

会

計

国 保 90億1,168万円 110億1,898万円 △20億730万円 △ 18.2

下 水 道 23億6,350万円 24億6,468万円 △1億118万円 △ 4.1

交通災害共済 2,973万円 2,973万円 △0万円 △ 0.0

介 護 保 険 63億615万円 61億7,930万円 1億2,685万円 2.1

後期高齢者医療 9億1,262万円 8億3,055万円 8,207万円 9.9

小 計 186億2,368万円 205億2,324万円 △18億9,956万円 △ 9.3

公営企業会計（上水道） 26億3,822万円 25億5,123万円 8,699万円 3.4

合 計 465億7,190万円 482億8,448万円 △17億1,258万円 △ 3.5

1万円未満を四捨五入しているため、小計、合計、増減額が合わないことがあります。

●民生費…児童・高齢者・障害者福祉、生活保護などの経費
●教育費…学校教育、生涯学習などの経費
●土木費…道路、河川、公園の整備などの経費
●公債費…借入金（市債）の返済金と利子
●総務費…庁舎管理、戸籍、徴税、選挙などの全般的な事務事業の経費
●衛生費…疾病予防、健康増進、ごみ処理などの経費
●消防費…消防活動、災害対策などの経費
●商工費…商工業、観光振興などの経費
●農業費…農業振興、生産基盤整備などの経費

用 語 説 明

民生費
生活保護費や対象年齢を18歳まで拡大した子ども医療費

をはじめとする各種扶助費の増や、保育所運営費負担金の増
などにより、前年度比4,258万円の増（＋0.4％）となりました。

教育費
小学校トイレ改修事業や、旧忍・行田公民館解体工事といっ

た大規模工事の終了により、前年度比4,008万円の減（△
1.2％）となりました。

土木費
ＪＲ行田駅前広場周辺再整備事業の増や、出水対策といっ

た排水路等整備事業の増などにより、前年度比2億64万円
の増（＋7.6％）となりました。

総務費
定年退職者の減少による職員退職手当の減や、再任用職

員関係経費の減などにより、前年度比6,874万円の減（△
2.6％）となりました。

歳 出

歳 入

●市税…市民税、固定資産税などの税金
● 地方交付税…市町村の財政力などに応じて国税の一部が配分さ

れるもの
●国庫（県）支出金…国（県）からの負担金、補助金、委託金
●市債…市の借入金（借金）
● 地方消費税交付金…消費税のうち、一定割合が国から県を通じ

て配分されるもの
●繰入金…基金（積立金）の取り崩しなど
●繰越金…前年度からの繰越金

用 語 説 明

歳 入
253億1,000万円

市税
102億3,007万円

40.4%

地方消費税交付金
12億2,000万円

4.8％

地方交付税
42億4,000万円
16.8％

国庫支出金
34億3,085万円
13.6%

市債
20億3,670万円

8.0%

県支出金
16億991万円
6.4％

諸収入
5億2,826万円
2.1％

繰入金
4億9,640万円
2.0％

繰越金
4億5,000万円
1.8％

その他
10億6,781万円

4.1％

歳 出
253億1,000万円

民生費
99億3,239万円
39.2％

教育費
33億1,105万円
13.1％

公債費
27億9,840万円
11.1％

総務費
25億5,804万円
10.1％

土木費
28億2,586万円
11.2％

衛生費
15億2,985万円

6.0％

消防費
11億1,783万円

4.4％

商工費
4億8,610万円
1.9％

農業費
4億2,281万円
1.7％

その他
3億2,767万円
1.3％

●● 平成30年度 当初予算をお知らせします


